　　　　　　平成18年事業所･企業統計調査の概要
１　調査の目的

　　国内全ての事業所及び企業の事業の種類、従業者数等基本的事項を調査し、行政施策のための基礎資料並びに各種統計調査実施のための事業所及び企業の名簿を得ることを目的として実施した。

２　調査日

　　平成18年10月１日

３　調査の対象

　　調査日において国内に所在するすべての事業所（ただし、個人経営の農・林・漁家、家事サービス業及び外国公務に属する事業所は除く。）

４  調査の種類及び調査事項
　(1) 甲調査(民営事業所)
(事業所に関する事項)

名称、所在地、経営組織、本所･支所の別、開設時期、従業者数、事業の種類など
(企業に関する事項)

資本金額、外国資本金比率、親会社等の有無、会社の合併及び分割等の状況、電子商取引の状況、会社全体の常用雇用者数、会社全体の事業の種類など

(2) 乙調査(国及び地方公共団体の事業所)

名称、所在地、職員数、事業の種類など

５　調査の方法
　(1) 甲調査
総務大臣－都道府県知事－市町長－指導員－調査員－事業所の流れにより、調査員が調査票甲を配布、収集する方法によって調査した。
　(2) 乙調査

国の調査事業所では総務大臣－各府省等の長、都道府県の調査事業所では総務大臣－都道府県知事、市町の調査事業所では総務大臣－都道府県知事－市町長の流れにより、調査票乙を配布し、回収する方法によって調査した。
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